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は じ め に
2004年 の合計特殊出生率は1.29と 前年に引き続 き過去最低の水準となり,
少子化の趨勢は依然 として持続 している。少子化とこれによる総人口の減少,
さらには長寿化とあいまった一層の高齢化は,経 済社会にさまざまな影響を
及ぼすとみ られ,労 働力人 口の減少や貯蓄率の低下などに伴う経済成長の鈍
化,賦 課方式を基本とする社会保障制度への影響などがその代表的なものと
して論 じられている。今後,本 格的な人口減少社会を迎えるにあたって,人
口減少がもたらす様々な影響を展望 し,可 能な制度改革を行 うためには,将
来の人口動態に関する見通 しを立てる必要がある。わが国では国勢調査の結
果をもとに,国 立社会保障 ・人口問題研究所が5年 ごとに将来人口推計を公
表 しているが,そ の根幹 となる部分 は将来の出生率のシナリオである。加藤
(2002)で も論 じているように,人 口推計 は人口学的な知見をもとに行 うこ
とが適切であ り,不 確実な要素の多い経済社会の動向からこれを見通すこと
には多 くの困難な問題点がある。とはいうものの,人 口学的手法を用いた将
来推計をサポー トする方法として,経 済社会要因を考慮 した出生率の将来推
計を行 うことの意義は十分にあると考える。
将来の出生率を見通すには,過 去の出生率変動の要因,す なわち少子化の
原因などを整理 しておく必要がある。 もちろん,少 子化に関する研究はここ
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数年だけをみても膨大なものにのぼ り,近 年の少子化の要因についてはさま
ざまな視点から議論 されている。分析手段としては,社 会学 ・家族社会学な
どか らのアプローチと経済学からのアプローチに大別 されようω。少子化現
象についてはもちろんその社会的 ・文化的背景が重要であり,ま た人々の結
婚や出産に関する価値観の変化が大 きな要因であることは疑いない事実であ
る。一方,経 済環境の変化もまた人々の結婚や出産に関する行動に影響を及
ぼ し,近 年の少子化の一要因であると考えられる。経済と結婚 ・出生行動の
関係についての研究も数多 く行われてお り,両 者の相互関係に関する理論的
な考究 も試みられている(2)。
本稿は,以 上のような問題意識のもとで,経 済社会の環境変化をベースと
した出生率の将来推計を試みるものである。 したがって,そ の分析には時系
列データを用いることになる。過去 において経済環境や労働市場の変化が,
結婚 ・出生行動 に与えた影響を実証的に解明するとともに,こ うした環境の
変化 とともに今後15年 の出生率の試算を行う。そのための手法 としては,
経済社会の諸要素 と人口動態を繋 ぐ同時方程式モデルを利用する。出生率の
実証分析については,マ イクロ ・データや国別 ・地域別データを用いたクロ
スセクション分析を数多 く行われているが,時 系列データを用いた分析,さ
らには同時方程式モデルを利用 した研究はそれほど多 くない。先行研究とし
ては,加 藤(2000,2002)な どがあるが,こ れ らの研究では,結 婚,出 生お
よび女性の労働参加と経済環境との相互依存関係を実証的に把握 し,現 在の
経済社会構造が変化 しないという条件の下で出生率等の将来展望を行 ってい
る。 さらに,次 世代育成支援対策推進法が制定され,少 子化対策に関して一
層の努力を図ることが社会的な合意に達 しつつあるような情勢の中で,少 子
化対策の実施がどのような効果を有 しているかを計量的に明らかにすること
が必要 となっているが,加 藤(2003)で は簡単な同時方程式モデルをもとに
これに関する試算を行 っている。但 し,モ デルの定式化等を考慮すると必ず
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しも満足で きる もので はなか った。
本稿 が持つ,先 行研究 と比較 したオ リジナルな視 点を整理 す ると以 下の三
点 があげ られ る。 第一に,出 生率の推計等 に関 して,女 性 の就業 と出産 ・育
児 に関する機会 コス トを重視 した点が ある。子 ど もに対す る需要 を考慮 す る
場合,こ の機会 コス トが価格 要因 と して大 き く影響す ることを示 した。第二
は,モ デルの定式化 その ものを再検 討 した ことにある。詳細 は以下 に譲 るが,
過去の研究 においては時系列 デー タの トレン ドのみを重視 し,変 数間 の長期
的関係 につ いての考慮 は十分 な もので なか った。 この ことは,い わゆ る"見
せか けの回帰"に 陥 る懸 念を持 ち,モ デル の結果 その ものの信頼性 に影響 を
及ぼす ことにな る。第三 は,将 来展望 において確率 的推計 を用 いた ことで あ
る。すなわち,将 来 シ ミュレー ションでは点推定の代わ りに,モ ンテカルロ ・
シ ミュ レー シ ョンを利用 した区間推定 を行 った。 出生率推計 に関す るこう し
た試 みは既 にい くつ かの先行 研究で行 われてい るが(3),同 時方程式 モデルで
行 った例 はな く,本 研究 によ る試みが最初 のもの となる(4)。
本稿 は,以 下 のよ うな構 成 とな って いる。最初 にモデル作成の考え方 やモ
デルの構造 を簡潔 に示 した後,重 要 な鍵概念 とな る 「機会 コス ト」の推計 に
つ いて説 明す る。 そ の後,モ デルの推定 を行 い,2020年 を視 野 に入 れた将
来 シ ミュ レー シ ョンの結果 を示 す。 また,付 録 と して,モ デルの方 程式一覧
を掲載 す る。 なお,モ デル の推 定,シ ミュ レー シ ョンはすべ てE-viewsで
行 った。
1.モ デルの作成 の考え方
Ll近 年の少子化の要因と経済環境
1.1.1結 婚 と出生の関係
少子化はわが国特有の現象ではないが,欧 米諸国と比較すると,わ が国で
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図1結 婚か ら第1子 出生までの平均期間
は結婚 と出産が密接に関連 しているという特徴をもつ。図1は,結 婚から第
1子 出生 までの平均期間を示 した ものである。1990年 では結婚後平均 して
1.66年 で,ま た2000年 でも結婚後1.89年 で第1子 を もうけている。璋年,
ややこの期間が伸びたとはいえ,結 婚後の早い時期に第1子 を出産 している
ことから,結 婚の動向が出生の動向の先行指標とな っていると考えられる。
このような,結 婚と出産の密接な関係を前提として,出 生率の変動を,結
婚を原因とするもの(す なわち未婚化 ・晩婚化の進展)と,結 婚後の出生行
動を原因とするものの二つに分けて議論することが多い。図2は,合 計特殊
出生率(TFR)の 期間変動を,有 配偶率の変動 と有配偶出生率の変動の二
つに分解 したものである。図から明らかなように,近 年の合計特殊出生率の
変化は主に有配偶率,す なわち結婚によって生 じたものであることがわか
る(5)。有配偶出生率(夫 婦の出生率)に ついては1990年 代以降 もプラス要
因 となっているものの,近 年,低 下傾向にあると見 られている。なお,こ う
した要因分解の議論は,ピ リオ ド・データに基づくものであり,コ ーホー ト・
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図2合 計特殊出生率変化の要因分解
ベースでみると有配偶出生率 自体 も低下傾向にあるとい う主張 もある(6)。
2002年 の人 口推計(国 立社会保障 ・人口問題研究所(2002),pp.10～11)
においても,1980年 代までは出生数は数年の遅れを伴 って初婚数 と同様に
推移 してきたのに対 し,1990年 代には初婚数が増加 しても出生数 は低迷を
続け,夫 婦の出生行動に何 らかの変化が生 じたのではないかと分析されてい
る。いずれにせよ,結 婚行動 とともに,夫 婦の子どもに対する需要の変化に
対 しても十分な検討を行う必要があるだろう。モデルを作成するにあっては,
こうした点を反映させるような構造設計を行 うことが要求される。
1.1.2初 婚行動のモデル化
初婚行動のモデル化にあたっては,女 性労働力の労働市場への参入 ・退出
との間に相互関係が存在するとの仮説を利用 した(η。第一に,女 性が結婚を
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契機に労働市場か ら退出する場合には,労 働市場に留まっていた場合に得ら
れたであろう所得の一部失うことを意味すると考え,そ のための機会コス ト
を結婚に伴うコス トと考えた。この機会 コス トが高いほど,女 性は結婚を延
期あるいはあきらめることになると考えられる。 したがって,こ の機会コス
トの上昇は初婚に対 して負の影響をもたらすことになる。第二は,現 在の賃
金水準である。30歳 代以降の女性の初婚行動については,前 記の機会 コス
トと同様に現在の賃金を結婚による逸失(機 会コス ト)と とらえている。第
三は,失 業率である。女子失業率が高い場合には,女 性は労働市場への新規
参入をあきらめ,結 婚に向かうと考えた。また,男 子失業率については,結
婚相手の現在の経済環境を表す変数であると捉え,男 子失業率が高いほど結
婚行動に負の影響を及ぼすとした。結婚行動については,と りわけ若年層に
おいて高学歴化の影響 も考慮 している。
Li.3出 生行動のモデル化
出生行動の解明ではしばしば経済学的なアプローチが取 られる。例えば,
ベ ッカー らによる子 どもを財とみなして消費者行動から接近する方法やイー
スタリンらによる相対所得仮説に沿 った分析などもその一例である。本研究
では,こ うした考え方の延長 として,出 生率はこれを子どもに対する需要が
実現 したものと考え,出 生率を説明する方程式を基本的には需要方程式とし
て捉える。需要方程式では通常,所 得要因と価格要因が含まれる。所得要因
としては,現 実のマクロ経済環境等がその代理変数として利用される。本モ
デルでは男子賃金(時 間あた り)の 水準を所得要因の変数 として採用 してい
る。一方,価 格要因については,女 性か らみた出産のための機会 コス トを用
いている。これについては後で詳細に述べる。なお,所 得要因と価格要因の
どちらが出生率低下への寄与が大きいかについては,例 えば加藤(2001)で
は,バ ッツ ・ウォー ド型の階差モデルを用いて実証分析を行ったところ,価
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格要因が所得要因を凌駕 している結論 している。また,加 藤(2003)に おい
て も,出 生力の低下はむ しろ価格要因にあ り,政 策的にこのコス トを引き下
げることが出生力反転に大きな効力をもつと述べている。なお,需 要方程式
には所得要因と価格要因以外のシフト項が加わるが,出 生率を説明する方程
式ではこのシフ ト項に当該年齢層の直近の初婚率が用いてお り,初 婚行動が
出生行動とリンクするように定式化 している。
1.2モ デルの構造
上記でみたように,本 モデルは結婚と出生を軸として構成 されている。初
婚率,出 生率についてはそれぞれ20～39歳 の層を対象に4区 分の年齢5歳
階級別初婚率,出 生率を用いている。モデルでは初婚率を労働市場等 との関
連で決定 した後,こ れが出生率関数への リンクを通 じて出生率決定に影響を
及ぼサとともに,所 得 ・価格要因で出生率が決定 されることになる。初婚率
を決定する関数については,失 業率等がその説明変数として加わっているが,
失業率は国内総生産成長率などとの関係から決定 され,ま た国内総生産成長
率が男女の賃金上昇率などに影響するという経路が組み込まれている。なお,
今回作成 したモデルに含まれる方程式(内 生変数)の 数は45,外 生変数は3
つである(8>。
2.機 会 コス トの推 計
本研究で特徴的な点は,出 生率を決定する方程式等に採用 している機会 コ
ス トである。 これについて詳細に説明しておきたい。図3は この機会 コス ト
の推計の考え方を整理 したものである。
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2.1結 婚による逸失所得の推計
わが国では女子の全配偶でみた労働力率 と有配偶女子の労働力率に大きな
差がある。2002年 では全配偶でみた労働力率は20～34歳 の層で67.2%で あ
るのに対 して,同 じ年齢層の有配偶女子労働力率は459%に 過ぎない。 この
ことは未婚女子の労働力率が有配偶女子の労働力率を上回っていることを意
味 しており,結 婚を契機 とした労働市場からの退出が存在することでもある。
結婚による労働市場からの退出がないとした場合,有 配偶女子労働力率は上
昇 して現在の水準よりも高 くなることが考えられる。 しかしながら,専 業主
婦を選好する女性 もいることから,そ の水準は現在の未婚女子労働力率の水
準以下となることが考えられる。そのたあ,結 婚後働きたいと考える女性が
すべて働いた場合の有配偶女子労働力率は,全 配偶女子労働力率と等 しいと
仮定 し,結 婚による逸失所得を以下のように推計する。
全配偶の女子労働力率をL/P,有 配偶女子の労働力率LM/PMと する。有
配偶女子の女子全体に占める割合をα,労 働力人口全体に占める有配偶者の
割合をβとす ると,PM=αP,LM=β 五 と示すことができる。両者の差 は
L/P-LM/PM;L/F(1一 β/α)である。ここで,1一 β/α=0で あれば,結
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婚を契機 とした労働市場か らの退出はないと考える。 しかし,1一 β/α>0
であれば結婚による労働市場か らの退出があることになる。そこで,結 婚 に
よる労働市場からの退出によって生 じた逸失所得の指標を以下で定義する。
但 し,ω θは期待賃金であり,59歳 まで就業 した場合を想定 して以下のよう
に算出される。
結婚による労働市場からの退出コス ト
(繍 の機会 ・ス ・)・(1-a
a)・w'(1)
2.2出 生に伴う労働市場退出による逸失所得の推計
有配偶女子労働力率を観察すると,1980年 代中盤では25～29歳 の層で低
下 し,30～34歳 の層で上昇するという,い わゆるM字 型カーブが観察 され
た。1980年 代後半以降になると,こ のM字 型カーブは解消された ものの,
20歳 代から30歳 代前半にかけての労働力率は,そ れ以降の年齢階層の労働
力率に比べて低 くなっている。 しか しなが ら1980年 代後半以後,20歳 代前
半の有配偶者自体が減少 していることを考慮すると,出 産 ・育児によって労
働市場から退出する有配偶女性 も多 く,こ のことが若年層で低い労働力率を
もたらしていると考え られる。そこで,出 産 ・育児に関わる機会コス トを,
他の年齢層と比べて相対的に低 くなっている労働力率が上昇 した場合に得 ら
れたであろう所得 と考えることとする(図4参 照)。 なお,一 度労働市場か
ら退出した女性が再び労働市場に戻る際,正 規社員として雇用 される機会が
小さいことから,労 働市場への再参入に関 してはパー トタイマーとして戻る
ことを仮定 した。
いま,期 待賃金を ω妙 労働者のうちパー トタイマーの比率をρ,パ ー ト
タイマーと正規就業者との賃金格差をSと する。 また,20～24歳 の労働力
率(ピ ーク水準)をQ,25～29歳 の労働力率をt,30～34歳 の労働力率をc
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x=(a+C)/2..一 一
α.,,一/つ 出 生 の 機 会 コ ス ト
わ
年 齢
図4機 会 コ ス トの算 出 に つ い て
と し,aとcの 平 均 値(M字 カ ー ブ が 解 消 さ れ た と 仮 定 し た 場 合 に 考 え られ
る 労 働 力 率)を 謬 と す る 。 こ の と き,育 児 等 に よ る 労 働 市 場 か ら の 退 出 が
な い 場 合 の 期 待 さ れ る生 涯 所 得Seは
se=wez。24× α×(1-p)+ew.。24×a×s×ρ
+wez,、9×x×(1-P)+e1A12529×x×4×ρ
+ω1。34× ・×(1一 ρ)+ω1・3、 ×・×9ゆ+…(2)
と計 算 さ れ る。 一 方,現 実 の 生 涯 所 得S'は
S'=ew2。24× α×(1-p)+wez。,4× α×9×p
+ω1529×t×(1-p)+e?A12529×う×S×p
+we3。34× わ×(1-p)+we3。 思 ×(c一 う+δ ρ)×4
一トω§
53g×b×(1_p)一 トew3539×(d【 一b一 トby)×4十 …(3)
と な る 。 以 上 か ら,出 産 ・育 児 に よ る労 働 市 場 退 出 に よ る 機 会 所 得(出 生 の
機 会 コ ス ト)を
機 会 コ ス ト=s'一S7(4)
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と定義す る。
2.3期 待賃金 の計算
女子正 規就業者の期待賃金 ω凝 は以下の よ うに計算 され る。'年 におけ る
ク ロスセク シ ョンでみ た年齢5歳 階級別(こ れをageで 示す)賃 金 を ω鰐
とする。 但 し,こ れはデ フ レ一夕を用 いて実質 化 され た値 であ る。 現在,G
歳 の女子 就業者 は,(実 質)期 待賃金上昇 率9と 賃金 カー ブの傾 き δに沿 っ
て将来の所得が得 られ る と期待 す る。 そ こで,δ 歳 における期待賃金 は
bw
:+(t.。)=w`r(1+9)6-a(1+δ)δ 一a
とな る。 期待賃金 を計算 す る対象 を22歳 か らと して,22歳 か ら59歳 まで
の期 待賃金 求め ると,
　
we=Σ ω 餌(t_22)(5)
b=22
である。なお,期 待賃金上昇率は`年 の実績値が今後 も続 くと仮定 した。
2.4推 計に用いたデータ
期待賃金の計算で用いた賃金データについては,厚 生労働省 「賃金構造基
本調査(賃 金セ ンサス)」 の産業計 ・企業規模計 ・学歴計で示され る女子労
働者の 「きまって支給される現金給与額」および 「年間賞与その他特別給与
額」の年齢5歳 階級別賃金を用いた。賃金上昇率はこの 「きまって支給 され
る現金給与額」の年齢計の値から計算した。デフレ一夕は国民経済計算に沿っ
たGDPデ フレータを,ま た物価上昇率はこのGDPデ フレ一夕の上昇率を
利用 した。
機会コス トの計算で利用 したパー トタイマーの賃金は,賃 金センサスの女
子パー トタイマー平均時給額を用いており,女 子年齢別労働力率,有 配偶女
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子労働力率,パ ー トタイ マー比率 な ど労働供給 に関わ るデータは総務省 「労
働力調査」 によ った。
2.5推 計 結果
以上の方法によって計算される2002年 の時点における出生の機会 コス ト
を求めると,就 業継続を行った場合の生涯所得は2億879万 円,ま たパー ト
タイマーで復帰 した場合の生涯所得は1億969万 円であり,し たがって機会
コス トは9,910万 円程度 と推計される。また,2002年 の時点における結婚の
機会コス トはおよそ2,247万 円であった。
出生 に関する機会コス トに関しては,平 成15年 度の経済財政白書により
分析が行われている。これによると,大 卒女性の賃金カーブから推計 した就
業継続 による生涯所得額はおよそ2億8,560万 円であるのに対 し,い ったん
28歳 で退職 し34歳 で復帰した場合の生涯所得は2億82万 円,ま たパー ト
タイマーとして労働市場に復帰 した場合の生涯所得は4,767万 円であり,し
たがって,就 業中断による機会コス トは前者で8,478万 円,後 者では2億
3,794万 円になると試算されている。 この推計方法では,28～34歳 時には単
純に労働市場から退出すると想定 している。本研究の推計では,あ る女性が
特定の年齢で就業中断を行うのではなく,マ クロでとらえた労働力率の変化
をもとに計算 しているものであり,ま た,大 卒女性のみならず全学歴女性を
対象 としている点など,経 済財政白書の分析 とは比較の視点が異なることに
注意 されたい。
以下の分析では,上 で計算された結婚および出生の機会 コス トを実質化 し
て割引き,指 数化(1976年 度を100と している)し た値を用いることとす
る。その推移を示 したものが図5で ある。 これをみると,各 年毎の増減はあ
るものの,結 婚および出生の機会コス トとも趨勢的に上昇 していることがわ
かる。
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250.0
200.0
150.0
100.0
50.C
O.0
→ 一 出生コス ト
+結 婚コス ト
㊤ogocq甘 く◎ ◎Docq寸V=》000N
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F司F「 一F咽F司F「 一F司F.噌 一P刈F司eqeq
出所:筆 者試算
図5出 生 と結婚のコス ト(1976年=100)
3.モ デル の推定
本節では,モ デルの各方程式を推定する際に用いた方法を説明するととも
に,モ デルの推定結果について紹介する⑨。
3.1エ ラー ・コレクション ・モデルの採用と共和分検定
多 くの同時方程式モデルでは,各 変数の定常性に関 してあまり注意を向け
ないまま推定を行 っているのが現実であ'る。加藤(2002)な どもその例外で
はない。最小二乗法を適用するにしても(lo),定常ではない変数同士の回帰結
果は,見 せかけのものであることが疑われる。こうした点は,近 年,時 系列
分析手法の進展 とともに頻繁に指摘されるようになったことであり,モ デル
を構成する各方程式の推定にあたってもこの点は十分注意する必要がある。
とりわけ,本 研究で扱っている変数の多 くは,そ れらが非定常な過程にした
がっている可能性を否定できない("〉。見せかけの回帰を避けるためには,非
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定常 な変 数の1階 の階差 をと り,定 常 な変数 に置 き換 えてか ら推計 を行 う必
要 があ る。一方,EngleandGranger(1987)は,非定常な変数 どうしの回
帰において もこれが見せ かけの回帰 に陥 らず,長 期 的関係 を示 す可能性 を指
摘 した。 共和分の概念が これ にあたる。
い ま,xと 〃,は トレン ドを持 つ変数 であ り(12),そ の1階 の階差 を とると
双方 と も定 常 な過程 にな ると仮定 す る。 これをx,とy.は1(1)で あ ると表
記す る。 この とき 銑 と 鋳 の一 次結合 α1∬,+α漸 が定常 であ る場合,x,とg`
は共和分(Cointegration)に あ る といい,[α1,α2]を 共和分 ベ ク トル とい
う。例 えば,共 和分ベ ク トル が[1,β]で あ り,錫 と 鮎 の関係 が 勉=β 勘 と
表せ るな らば,こ の関係式が τεと 銑 の長期均衡 関係 を示 してい ると解釈 で
きる。 この場合,④ と鮎 の関係 はさ らに
△yr=β1△x+β2(〃`_1一 β∬卜1)+ε`(6)
と書 け る。(6)式 をエ ラー ・コ レク シ ョン ・モ デ ル(誤 差修 正 モ デル=
ErrorCorrectionMode1:ECM)とい う。 共和分 の関係 にあ る変数 同士 は
このよ うにエ ラー ・コレクシ ョン ・モデル と して表現可能で ある。 これを グ
ラ ンジ ャー表現定 理(GrangerRepresentationTheorem)とい う。 今 回
のモデルの推定 にあたっては,こ のエ ラー ・コ レク ション ・モデルを原 則 と
して用 い ることと した㈹。
エ ラー ・コ レクシ ョン ・モ デル を利用す るに して も,共 和 分の存在を事前
に検証 して お く必要 がある。 そのため,推 定す べき方程式 の変数 群 に対 して
事前 に ヨハ ンセ ンの共和分検定 を行 っているq4)。なお,方 程式一覧 において,
共 和分検定 の結 果 につ いても示 してある。 結果 と して,出 生率 に関 して は4
つの関数す べてにおいて,ま た初婚率 に関 しては2つ の関数 にお いて,共 和
分が存在 しない とす る帰無仮説 を棄 却 した。 なお,30～34歳,35～39歳の
初婚率 に関 しては共和分 検定 の結 果,帰 無 仮説 が棄 却で きな かったため,階
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差変数を利用 して推定を行 った。加えて,機 会 コス トを内生変数としてとら
える場合には,こ れらを階差変数 として出産と結婚の二変数で構成 される
VARモ デルによって推定を行 った。
なお,非 定常な変数,特 に トレンドを有 している変数では時間とともに分
散不均一の事象がとらえ られやすい。 このこともまた推定する方程式の信頼
性を失うひとつの要因となる。そこで,出 生率などもとの変数に トレンドを
持つ可能性が存在するものについては自然対数をとってモデルを作成するこ
ととした。
最後に,各 方程式の推定方法について述べておく。同時方程式モデルでは
その内生性バイアスが存在するため,最 小二乗法での推定では一致性を持つ
推定値を得 ることができない。そのため,操 作変数法や三段階最小二乗法な
どのシステム推定が行われる㈲。 しか しながら,一 般的には推定 される方程
式の標準誤差は,操 作変数法などの推定芳法に比べ最小二乗法で得られたも
ののほうが小 さくなる。本研究の目的は2020年 までの シミュレーションで
あり,将 来予測を行 う場合には推計された方程式の標準誤差の大きさは重要
となる。そこで,本 モデルの推定にあたっては,内 生性バイアスなどの問題
は残 るにせよ,シ ミュレーションの実施を第一に考え,最 小二乗法を採用 し
た。
3.2モ デルのパ フ ォーマ ンス
本研究の推定式の推定期間は,方 程式一覧にあるとお りであるが,概 ね
1970年 代後半以降から2002年 までのデータを用いている。各方程式の推定
結果のパフォーマンスについてはまちまちであり,モ デル全体 として過去の
出生,初 婚動向をどこまで追跡できたかを確認するためにはファイナルテス
トを行 う必要がある。 ファイナルテス トとは,モ デルの推定式から得 られる
内生変数の動きを再現 し,実 際のデータとの乖離を調べるテス トである。推
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表1最 小二乗誤差率
出 生 率
TFR2.34%
20～24歳5.35%
25～29歳4.85%
30～34歳5.17%
35～39歳4.94%
初 婚 率
20～24歳2.43%
25～29歳9.5E%
30～34歳11.0%
35～39歳8.72%
機会 コス ト
出 産1.78%
結 婚2.23%
注:1982～2002年 の 結 果
定された結果(モ デルからの予測値)と 実際のデータ(実 績値)と の乖離を
みるには,一 般に(7)式 で与えられる最小二乗誤差率(平 均平方誤差率)を
用いる。但 し,xは 実績値,2は モデルか ら計算 される予測値,nは サ ンプ
ル数を示している。
最小二乗誤差率 一ni=1(x-xx/ポ(・)
最小二乗誤差率の適切な範囲は,扱 う対象にもよるが,概 ね10%以 下であ
ればほぼモデルの選択に支障はないと考えられる
表1は,す べての方程式の推定期間が揃 う1982～2002年 にかけての,主
要な内生変数に関する最小二乗誤差率をまとめたものである。 また,図6は
TFRの 予測値と実績値を比較 した結果である(TFROが 予測値である)。
以上の結果か ら,モ デルはほぼ実績値を追跡することができたと結論できよ
う。
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図6フ ァ イ ナル テ ス ト(1982～2002年)の 結 果(TFR)
4.将 来 シ ミ ュレー シ ョンの 方法
以上で構築 したモデルを もとに,TFRを 中心 に将来のシミュレーション
予測を行う。最初にシミュレーションに関わる不確実性の存在 と今回採用 し
たモ ンテカルロ ・シミュレーションの方法を紹介する。次いで,TFRの 将
来 シミュレーションを行う際の外生変数等の設定とケース分けを示す。
4.1モ デルの不確実性
モデルを構成する各方程式は,こ れを統計的な手法で推定 していることか
ら,方 程式その ものの標準誤差などいくつもの不確実性を有 している。通常
の将来シミュセーションでは,こ の不確実性を無視 して,あ たかも決定論的
な過程にあるかのように見立てて,将 来予測値を計算することが多い。堀他
(2003)で はこの点をわか りやす く整理 しているが,そ れによれば将来シミュ
レーションに伴う不確実性の源泉として,① 方程式の定式化に伴 う不確実性,
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②パラメータの推定値に伴う不確実性,③ 撹乱項に起因する不確実性,④ 外
生変数の将来経路に伴う不確実性,が ある。この点について,堀 他(2003)
を参考 として,著 者な りの見方を示 しておきたい。
不確実性の源泉のうち,① は真の定式化が存在するとするならば,そ れ以
外の定式化を選択 したことに由来するものである。 しか しなが ら,真 の定式
化を行 うには,真 として存在する理論が既知でなければならない。このこと
を実証分析において課すことはほとんど不可能に近い。現実には,モ デル作
成者がその判断の下で選んだ定式化が行われるのであり,以 下の議論ではこ
のことには触れないこととす る。④の不確実性は,外 生変数その ものの将来
経路が既知でないことによる。この点を敷宿すると内生変数と外生変数をど
のように選択するかという問題に陥り,VARモ デルを提唱 したシムズの議
論に行き着 く。その反面,外 生変数 に対 して一定のシナリオを描き,こ れに
よって内生変数がいかに反応するかという視点を重視するな らば,外 生変数
自体を決定論的な経路で動 くものと仮定することも,"実 験"と しては否定
できないものであろう。以上の点から不確実性の源泉としての①と④の要因
は除外 して考えることとする。
不確実性の候補 として残るのは②確率変数としてのパラメータのふるまい,
③方程式の標準誤差のふるまい,の 二点になる。推定されたパラメータは,
真のパラメータの推計値でしかない。通常は,確 率分布をもってこの推計値
が評価されるが㈹,し か しモデルの予測値を計算する場合にはある一つの値
を選択 しなければならない。 この選択は,上 で述べた確率分布か ら得 られる
一つの確率変数 として実現するが,実 際には幅をもって解釈されなければな
らない。③の方程式の標準誤差は将来 シミュレーションにおいてとりわけ大
きな不確実性の要因となる。多 くの将来 シミュレーションでは撹乱項をゼロ
とおき,各 方程式が確定的なふるまいを行うと仮定 している。 しか し,現 実
に出現する値 は確率変数であり,確 率分布の中から取 り出されたひとつの値
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にす ぎない。将来 シ ミュ レーシ ョンではこの点 を念 頭に行 うべ きであ る。
4.2モ ンテカル ロ ・シミ ュレーシ ョンの方法
本研究の将来 シミュレーションでは③の不確実性を重視 し,将 来予測値を
確率変数として扱うこととする㈹。すなわち,方 程式の撹乱項の実現値はゼ
ロではな く,毎 期,正 規分布に沿 った確率変数 として実現すると考える。具
体的には,こ の確率変数は,平 均をゼロ,分 散は各方程式の残差から計算さ
れた標準偏差から得られるとして,将 来の毎期ごとに正規乱数を発生 させ,
モデルを解 くことで将来の予測値を得るという方法を採用する(18)。
モデルには16本 の構造方程式が含まれるが,す べての方程式について撹
乱項に正規乱数を発生させるのではな く,20～39歳 までの年齢5歳 階級別
出生率,初 婚率を求める8本 の構造方程式にのみ不確実性を仮定する。もち
ろん,す べての構造方程式の撹乱項に乱数を発生させるのは容易であるが,
将来生 じる不確実性の源を結婚,出 生に関するものに限定 した方が解釈 しや
すいと考えたためである。
将来予測では2003年 から2020年 にかけてのTFRに ついて計算を行って
いる。実際の計算では,あ る年の点描定値に対 して,発 生 させる正規乱数の
数(以 下ではこの数をκとする)だ け幅を もった推定値が得 られる。その
推定値の分布は正規分布であるから,こ れか ら分布の平均値や1標 準偏差の
幅を持った区間推定値などを計算することができる。図7は,以 下で示す
BASE_Bと いうケースに基づ くk=100の シミュレーション結果をすべて
表示 したものである。2003年 以降が予測値であるが,あ る経路は平均的な
経路よりも高いTFRを 示 したのち再び平均的な経路に近づ くものもあれば,
ある経路は一貫 して平均的なTFRの 経路 よりも低い経路をたどっている。
毎期 ごとに正規乱数を発生させているため,必 ず しも一定の傾向をもって推
移 しているのではないことに注意 されたい。上で述べたように,あ る年の予
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図7TFRの モンテカル ロ・シミュレーションの例(k=100)
測値 が ん=100だ け得 られ るが,そ のサ ンプル を も とに分布 の平 均 や標 準
偏差を計算す る ことにな る。
4.3シ ミ ュ レ ー シ ョ ン の ケ ー ス 分 け
本研究では2003年 から2020年 までのTFRの 将来推計を行う。 これはす
べてのデータが利用可能な年が2002年 であり,ま た通雲およそ20年 間のデー
タを用いていることから予測期間も20年 としたためである。
シミュレーションでは最初にベースとなるケースを設定する。これは出産 ・
結婚の コス トを含めて,過 去20年 間の トレン ドがそのまま維持されると考
えるケースである。モデルの外生変数は,今 後の経済成長率(GDPNG),
0～4歳 人ロー人あた り保育所定員数(HOIKU),大 学等進学率(UNIV)の
三変数であ り,ベ ースとなるケースでは経済成長率は今後1.0%,保 育所定
員数と大学等進学率 は2002年 の実績値を維持すると仮定 した。以上のケー
スをベースライン(BASE)と 名付ける。
その一方,最 近では少子化対策プラスワンや次世代育成支援対策推進法な
ど少子化対策が実施 され,こ れらは出産の機会 コス トを低下させる方向に働
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く。 こう した動 きもまた社会 の トレン ドである とみなせば,今 後機会 コス ト
の上昇 が抑 え られ るケー ス もまたベ ースライ ンと考 える ことがで きよう。 そ
のため,機 会 コス トは過 去の トレン ドの上昇率 の半分 で上昇 す るとい うケー
スを想定 し,こ れをベース ライ ンB(BASE_B)と した(19)。
以上 に加え,以 下 の7つ の シ ミュレー シ ョンケー スを設定 した。
・シ ミュ レー シ ョン1:機 会 コス トが一定 か もしくは低下 す るケ ース
①機 会 コス トが2002年 の水準を維 持するケース:CASEIA
②機会 コス トが2002年 に比べ2020年 で5%低 下す るケース:CASEIB
③機会 コス トが2002年 に比べ2020年 で10%低 下す るケース:CASEIC
・シ ミュ レー シ ョン2:ベ ース ライ ンよ り高 い経済成長 率を仮定す るケー
ス
④経済成長率が2010年 以降5%に な り,機 会 コス トはBASEと 同 じケー
ス:CASE2A
⑤経 済成長率 が2010年 以降5%に な り,機 会 コス トはBASEBと 同 じ
ケース:CASE2B
・シ ミュ レー シ ョン3:シ ミュ レー ション1と2を 組 み合 わせたケ ース
⑥機会 コス トの仮定 はCASE_IAで かつ高い経済成長率 を仮定 す るケー
ス:CASE3A
⑦機 会 コス トの仮定 はCASE_1Bで かつ高い経済成長率 を仮定 するケー
ス:CASE3B
経済成長率の仮定についてはやや非現実的 と考 え られ る水準 を設定 したが,
これ は経済成長率 で代 表 され る出生率 に及 ぼす所得効果 と,機 会 コス トで表
され る価格効果 の影響 を明確化 させて比較す るた あで ある。以上 で合計9つ
の シ ミュレー シ ョンを行 うが,す べてh=1000と し,ま た併 せて点推定値
について も計算を行 った⑳。
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5.将 来 シ ミ ュ レー シ ョンの結 果
5.1ベ ース ライ ンの結果
最初 にベ ース ライ ンの結果 を整理 してお く。BASEシ ナ リオ に基 づ く将
来のTFRの 予測 値を みると,点 推定値(以 下 の図で はTFROと 表示 して
い る)で は,足 下 の2003年 が1.30で 実績値 の1.29と ほぼ同水準 となってい
る。2010年 のTFRは1.23,ま た2020年 で は1.15と な らた。一方,モ ンテ
カル ロ ・シ ミュレー シ ョンによ る平均 値(以 下 の図 ではTFRPと 表示 して
い る)を み ると,2003年 は1.30>2010年1.23,ま た2020年 では1.16で あ っ
た。 また,BASEBシ ナ リオ に基づ く結果 では,点 推定値 が2003年1.30,
2010年1.26,2020年 で は1.23で あ り,分 布 の平均値 も2003年1.30,2010
年1.26,2020年 で は1.23と 同 じ水準で あ った。
図8-AはBASEシ ナ リオ に基 づ く結 果 を示 した もの で あ る。 図 中 の
upperラ イ ンは1標 準偏 差の幅を持 った区間推定値 の上 限であ り,lowerラ
イ ンは同 じく区間推 定値の下 限で あ る。2020年 のTFRの 平 均値 は1.16で
あ ったが,1標 準偏差だ けの区間を想定 した区間推定値 は[1.11,1.21]で あっ
た。 同様 に,BASEBシ ナ リオの結 果 が図8-Bで あ る。2020年 の平 均値
1.23に 対 して,1標 準 偏差区間の幅 を持 つ区間推定値 は[1.19,1.28コ とな っ
た。
5.2シ ミュレー ションケースの結果
7つ の シナ リオ に基 づ くシ ミュレー シ ョンケー スの結 果が 図9-A～ 図11-
Bま であ る(CASEICを 除 く)。 以下 では,「モ ンテカル ロ ・シミュレー ショ
ンに基づ くTFR予 測値 の分布 の平均値 を もとに簡単 に結果 を紹介す る(21)。
CASEIAで は2010年 のTFRは1.30,2020年が1.32で あ った。 この こ
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図8-ATFRの 将来推計(機 会コス トは トレンドで上昇)
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注:TFR_0は2020年 までの点推定値
TFR_Pは1000回 のモ ンテカル ロ ・シ ミュレー シ ョンの結果 による平均悼
upperとlowerめ 範囲は平均か ら1標 準偏差ずつ離れ た範囲
図8-BTFRの 将 来 推 計(機 会 コ ス トの上 昇 は抑 制)
とか ら,機 会 コス トの上昇 を抑制 す るだ けで将来 にわた って現在 とほぼ同水
準 のTFRを 維持 す る こ とが可 能 で あ る。2020年 の 区間 推 定値 は[1.27,
1.37]で あ った。機会 コス トを2002年 の水準 に比 べ5%だ け低下 させた ケー
スで あるCASE_1Bで は2010年 のTFRは1.30とCASEIAと変 わ らない
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図9-ATFRの 将 来 推i計(CASE_1A:機 会 コ ス ト一 定)
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注:TFROは2020年 までの点描 定値
TFR=Pは1000回 の モンテカル ロ ・シ ミュレーシ ョンの結 果による平均 値
upperとlowerの 範 囲は平 均か ら1標 準偏差 ずつ離 れた範 囲
図9-ETFRの 将 来 推 計(CASE_1B:機 会 コ ス ト5%低 下)
が,2020年 で は1.35に まで回復 し,区 間推 定値 も[L30,1.40]と な った。
さらに機会 コス トを低下 させ たCASE_1Cで は2010年 は1.31,2020年 で は
L39に まで回復 す る とい う結 果 にな った。 次 に高 い経 済成長率 を仮定 した
CASE2Aで は2010年1.23,2020年1.18であ った。 これ はBASEシ ナ リ
288(288)
確率的手法に基づく出生率の将来推計
1.35
1.30
1.25
1.20
1.15
1.10
1.05
1.00
一◆一TFRO
+TFRP
一△一uppe「
→ 一lower
一 〇〇 【Ω 卜一.σ 》 一m【 Ω 卜 σ}
ooooo一 一 四 一,_r
oooooooooo
NcqNC・ 】NひoくNNCNくN
図10-ATFRの 将来推計(CASE_2A:経 済成長率上昇)
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注:TFR_0は2020年 までの点推定値
TFR_Pは1000回 のモ ンテカルロ ・シ ミュレー ションの結果によ る平均値
upperとlowerの 範囲は平均 か ら1標 準偏差ずつ離れた範囲
図10-BTFRの 将 来 推 計(CASE_2B:機 会 コス ト上 昇 抑 制+経 済 成長)
オと比べて経済成長率のみが異なるものであり,い わば所得効果を示 したも
のである。BASEシ ナリオと比べても2020年 で0.02tイ ントしか高まって
いないことか ら,CASE_1で みた機会コス ト低下による価格効果に比べ,
所得効果の出生率への影響の程度は小 さいとみることができよう。CASE
(289)289
政経論叢 第74巻 第1・2号
1.45
L40
1.3E
1.30
1.25
1,20
1.15
LlO
l.05
1.00
一 ◆一TFR _0
十TFR _P
一 一F-upper
-X-lower
一C◎LDト ー(r.一coの トーa
ooooo一 一F司 一.一
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇Ncqc＼】cqNcqNC刈Ncq
図11-ATFRの 将 来 推計(CASE_3A:機 会 コス トは一 定+経 済 成 長)
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注:TFROは2020年 までの点推定値
TFR:Pは1000回 の モンテ カル ロ ・シ ミュレーシ ョンの結果 による平均値
upperとlowerの 範 囲は平均 から1標 準偏差ず つ離 れた範 囲
図11-BTFRの 将 来 推 計(CASE3E:機会 コ ス トは5%低 下+経 済 成 長)
2Aの2020年 にお ける区間推 定値 は[1.13,1.22]で あ った。 また,CASE_
2Bで は2010年 が1.26,2020年 で は1.25で あ った。2020年 の平 均 値 は
BASEBシ ナ リオの1.23と 比 べて も同 じく0.02ポ イ ン トだけ高 い水準であ っ
た。 なお,2020年 の区間推定値 は[1.21,1.30]で あ る。
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機会 コス トの水 準が 維持 され,こ れ と高 い経 済 成長 率 を組 み 合 わせ た
CASE_3Aで は2010年 で1.30,2020年 では1.35に まで上 昇す る。2020年
の区間推定値 は[1.29,1,40]で あ った。 さらに,機 会 コス トを5%削 減 し,
かつ高い経済成長率を仮定 するCASE_3Bで はTFRの2010年 の水準 は131,
2020年 では1.38と な り,2020年 の区間推定 値は[1.32,1.43]と な った。
以上 の9つ のケ一下につ いて,2020年 まで の各年 に おける,TFRの 分布
の平均値 を整 理 した ものが表2で ある。
表2TFRの 将 来 推 計 の結 果(モ ンテカル ロ ・シ ミュ レー シ ョンの平 均 値,k=1000)
ベースライ ン予測
ベースライ ン
シ ミュ レー シ ョン1
機 会 コス トの 低 下
シミュレー ション2
経済 成長
シミュレー ション3
機会コストの低下
+経 済成長
BASEBASEB一 CASElA一 CASEIB一 CASEIC一 CASE2A一 CASE2B一 CASE3A} CASE3B一
機会 コス ト
の仮定 トレンド
トレンドの
1/2
コスト
一定
コスト
5%減
コスト
10%減 トレンド
トレンドの
1/2
コスト
一定
コスト
5%減
GDP成 長率
の仮定 ベ ース ベ ー ス べ一ズ ベ ース
"へ一 ス 上昇 上昇 上昇 上昇
2001 1.33 L33 L33 1.33 1.33 1.33 1.33 1.33 1.33
2002 1.32 1.32 1.32 132 1.32 1.3f 1.32 1.32 1.32
2003 1.30 1.30 130 1.30 L30 1.3C 1.3( 1.30 1.30
2004 L28 1.28 1.29 L29 1.29 1.2E 1.28 1.29 1.29
2005 L27 L2. 1.28 L28 1.28 1.27 1.27 1.28 1.28
2006 1.26 1.2i 1.28 1.28 1.29 1.26 1.27 1.28 L28
2007 1.25 1.2. 1.29 1.29 L29 1.25 L27 1.29 L29
2008 1.25 1.2i L29 1.30 1.30 1.25 1.27 1.29 1.30
2009 1.24 1.2i L29 1.3C 1.30 1.24 1.27 1.29 1.30
2010 1.23 1.26 1.30 1.30 1.31 1.23 1.26 1.30 1.31
2011 1.22 1.2E 1.30 L31 1.32 1.23 1.26 1.30 1.31
2012 L22 1.26 1.30 1.31 1.32 1.22 1.26 131 1.32
2013 1.21 1.25 1.30 132 1.33 1.21 1.26 1.31 1.32
2014 1.20 1.2E 130 L32 1.34 1.21 L26 L31 L33
2015 1.19 1.25 1.31 1.32 L34 1.20 L26 1.32 1.34
2016 Ll8 1.24 1.31 1.33 1.35 L20 1.26 1.32 1.34
2017 1.18 1.24 13正 1.33 136 1.19 1.26 1.33 L35
2018 1.17 1,29'1.31 L34 1.37 1.19 L26 L33 1.36
2015 1.1E 1.23 L32 1.34 1.38 1.18 1.25 1.34 1.35
2020 Ll6 1.23 L32 1.35 1.39 1.18 1.25 1.35 138
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5.3シ ミュレー シ ョン結果 の評価
シ ミュレー シ ョンによ って得 られたTFRの 水準 に関 して,こ れを社人研
(2002)に お け る設 定値 と比較 して お こう。 社 人研(2002)で は2020年 の
TFRを 中位推計では1.38,低 位推計では1,11と 設定 している。本稿の シ ミュ
レー シ ョンとあわせて考 える と,中 位推計 の1.38は 概 ね現 状 よ りも機会 コ
ス トが10%程 度低下す るケース(CASE_1C)か,もしくは5%程 度低下 す
る とと もに高い経済成長 が実現 す るケース(CASE_3B)に 相 当す る。少 子
化対策 と して行 われ ている諸 施策が効果 を持 ち,就 業 と出産 ・育 児の両立を
よ り容易 にす るのであれば,中 位推計 の シナ リオは十分実現 可能 な範囲であ
ると考 え ることができる。
一 方,低 位推 計 のLl1は,現 状 の機 会 コス トの改善 を行 わず,趨 勢 に任
せた結果で ある とみなせる。 これは シ ミュレー シ ョンでは ほぼベー スケ ース
に相 当す る。 この ことか ら,少 子化対 策を行 わない,も しくは少子化対策が
まった く無効 な場合 の結果であ ると考 え られ る。 この ように見 ると,少 子化
対策 は,こ れを効率的かつ有 効に行 うことで,低 位推計の シナ リオで推移す
るTFRの 経路 を中位 推計の シナ リオ の経 路に引 き上 げる効 果を 内在す ると
解釈 す ることがで きよ う。本 稿の シ ミュ レー シ ョンによ って,こ の点が明 ら
か された ことにな る。
お わ り に
本研究は,結 婚と出生に関す る同時方程式モデルを構築 し,2020年 まで
のTFRに 関する将来予測を行ったものである。本研究が過去の類似的な研
究と比べてオ リジナルな点は,① モデルを構成する方程式の定常性を考慮 し,
かつエラー ・コレクション・モデルを採用 したこと,② 女性の就業 と育児の
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両立が困難なことか ら生 じる子 どもの機会 コス トを推計 し,出 生率を決定す
る価格効果として取 り入れたこと,③ 将来予測に関して方程式の不確実性を
考慮 し,モ ンテカルロ ・シミュレーションを行 ったことである。
TFRに 関する将来予測を整理すると,機 会 コス トな どの変数が過去の傾
向を伴って推移 した場合,2020年 では予測値の分布の平均値が1.16に なる
一方,少 子化対策の効果な どによって機会 コス トの上昇幅が抑制 されれば
2020年 のTFRは1.23程 度 に留まる。一方,機 会 コス トが今後抑制 され,
現在よりも10%低 下する場合には,TFRは1.39程 度まで改善することにな
る。シミュレーションでは,機 会 コス トが低下するケースに加え,経 済成長
率が高まるケースなどを検討 したが,価 格効果として捉え られる機会コス ト
の低下が,TFR回 復の鍵を握ることは明らかである。
以上から,政 策的含意を整理するとすれば,少 子化対策を進めるにあたっ
て,女 性の就業継続を可能とするような政策が不可欠であるという点であろ
う。 もちろん,就 業継続を図るだけでは限界があるものの,少 な くとも現状
レベルあるいはそれ以上の水準にまで合計特殊出生率を下支えする効果はあ
ると考えられる。
本研究のような時系列データを もとに同時方程式モデルを作成する研究で
は,将 来予測にあたって点推定を行うことが簡単であり,か つわかりやすい
結果をもたらした。 しか しながら,将 来は不確実な要因の集積であり,単 純
な点推定値では ミスリー ドを招 く危険もあろう。その意味では,こ うした確
率シミュレーションを利用 した計算が主流になっていくのではないかと考え
る。今後は,今 回のモデルの定式化を再検討するとともに,モ デルの構成等
を再考 していきたいと考える。
謝 辞
本稿を作成するにあた り,高 橋重郷氏をはじめ国立社会保障 ・人口問題研
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究所の研究員各氏か らは多 くの有益な示唆 ・コメントを頂いた。また,日 本
人 口学会第57回 大会において報告 した初期草稿について,山 口三十四氏
(神戸大学)他 多 くの方々か らコメン トを頂いた。 ここに記 して感謝申 し上
げたい。なお,本 稿にありうべき誤 り等についてはもちろんすべて筆者の責
任である。
《注》
(1)社 会学からのアプローチについては阿藤(1997,2000)な どを参照 された
いo
(2)加 藤(2001),伊 達 ・清水谷(2004),加 藤(2004(a))な どがある。
(3)鈴 木他(2003),臼 杵他(2003)な ど参照。
(4)本 稿は加藤(2004)を 加筆 ・修正するとともに,い くつかのシミュレーショ
ンを追加 したものである。また,モ デルの方程式一覧などの全体像は本稿で初
めて公表するものである。
(5)こ の点のわかりやすい分析については安藏(2005)な どを参照されたい。
(6)廣 島(2001),金 子(2004)な どである。
(7)初 婚行動に関するモデル化については加藤(2001)で 詳細に検討がなされて
いる。
(8)一 部の変数はVARモ デルにより推定が行われている。そのため,同 時方程
式モデルから見ればこれ らも外生変数となるが,そ の場合には内生変数が41,
外生変数が7と なる。また,方 程式には単純な変数変換の式が10本 含まれて
おり,こ れらを除外すると内生変数は31に なる。なお,(VARモ デルを除 く)
構造方程式は16本 である。
(9)モ デルの推定,シ ミュレーションはすべてE-viewsを 利用した。
(10)同 時方程式モデルの推定にOLSを 用いること自体については以下で議論 し
ている。
(11)こ れらの点についてはKato(1997)を 参照されたい。
(12)ベ ク トルであっても以下の議論は変わらない。
(13)出 生の実現と所得要因,価 格要因との間に時間差があるため,実 際の推定で
は階差項に対 して1期 ラグを用いた。
(14)Johansen(1988)な どを参照。なお,時 系列分析に関するこのような議論
はHamilton(1994)な どに詳 しい。
(15)加 藤(2003)で は三段階最小二乗法を用いた。
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(16)i検 定などがその代表例である。
(17)② の不確実性を考慮することも可能であるが,結 果の解釈が困難になるため
③の要因のみを取り扱うこととした。
(18)シ ミュレーションに関するプログラムを付録2に 掲載 してある。
(19)そ のため,機 会コス トに関するVARシ ステムをモデルか ら外 し,機 会 コス
トを外生変数 として扱 った。
(20)以 下でみるように,点 推定値 と分布の平均値は(k=1000程 度では)必 ず
しも一致 しない。
(21)な お,い ずれのケースにおいて も2003年 の分布の予測値は1.30で あった。
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付 録 モ デ ル 方 程 式 一 覧
モ デ ル の 各 変 数 の 頭 に 付 さ れ て い るD,LNは ,そ れ ぞ れ1階 の 階 差 変 数,自 然
対 数 へ の 変 換 を 示 し て い る 。
結 婚
DLNMR2024=一 〇.0554-0.0460×(LNMR2024(一1)十〇.6422×LNUNIV(一1)
(一4.860)(一 〇.784)
十〇.4122×LNOPMCOST(一1)一10.149)一〇.0448
(一 〇.200)
×DLNMR2024(一1)十 〇.7020×DLNUNIV(一1)十 〇.0589
(3.Ol9)(2.137)
×DLNOPMCOST(一1)
adjR^2:0.383,SSR:0,011,SE.:0.024,AIC:一4.133,SBIC:一3.838,1979-2002
共 和 分 検 定Ho:NoneTrace=4096**MaxEigen。=27.34**lag=l
DLNMR2529=0.Ol87-0.0469×(LNMR2529(一1)一C.4245×PWAGEF(一1)
(3.171)(一5.222)
一 〇.1632×URM2529(一1)一2.1641)一〇.3234×DLNMR2529(一1)
(一1.74])
一 〇.0018×DPWAGEF(一1)一 〇.0190×DURM2529(一1)
(一 〇.439)(一1.209)
adjR^2:0.621,SSR:0。009,SE.:0.022,AIC:一4.48(,SBIC:一4.234,1979-2002
共 和 分 検 定Ho:NoneTrace=45.49**MaxEigen.=30.41**lag=l
DLNMR3034=0.0375-0,0098×DPWAGEF十 〇.0023×DURF3034十〇.2396
(2.618)(一1.284)(0。ll8)(1.035)
×DLNMR3034(一1)十 〇.0006×DPWAGEF(一1)一 〇.0274
(0.087)(一1.355)
×DURF3034(一1)
R^2:0.186,SSR:0.021,SE。:0.034,1979-2002
DLNMR3539=0.0347-0。0182×DPWAGEF-0.0339xDURF3539十 〇.2497
(2.464)(一1.900)(一1.056)(1.062)
xDLNMR3539(一1)十 〇.0027×DPWAGEF(一1)十 〇.02800
(0.338)(0.928)
(297)297
政 経 論 叢i第74巻 第1・2号
×DURF3539(一1)
R^2:0.213,SSR:0。033,S.E.:0.043,1979-2002
LNMR2024=LNMR2024(一1)十DLNMR2024
LNMR2529=LNMR2529(一1)十DLNMR2529
LNMR3034ニLNMR3034(一1)十DLNMR3034
LNMR3539=LNMR3539(一1)十DLNMR3539
MR2024=exp(LNMR2024)
,MR2529一 ・xp(LNMR2529)
MRr3034=exp(LNMR3034)
MR3539=exp(LNMR3539)
出 生
DLNBR2024=一 〇.0094-0,1505×(LNBR2024(一1)十〇.8007×LNOPCOST(一1)
(一 〇.906)(一2.191)
一 〇.0166×PWAGE(一1)一ll.732)十〇.2045×DLNBR2024(一])
(1.077)
十 〇.0846×DLNOPCOST(一1)一 〇.0044×DPWAGE(一1)十 〇.5850
(2.257)(一 〇.740)(2.283)
×DLNMR2024(一1)
adjR^2:0.312,SSR:0.019,SE.:0.028,AIC:一9.133,SBIC:一3。838,1979-2002
共 和 分 検 定Ho: .NoneTraceニ30.16**MaxEigen.=17.071ag=l
DLNBR2529=一 〇.0365-0.0589×(LNBR2529(一1)十1.344×LNOPCOST(一1)
(一4.302)(一2.419)
一 〇.0323×PWAGE(一1)一17.999)一〇.135]×DLNBR2529(一1)
(一 〇.646)
十 〇.0427×DLNOPCOST(一1)一 〇。0052×DPWAGE(一1)十 〇.1353
298(298)
確 率 的 手 法 に 基 づ く 出 生 率 の 将 来 推 計
(1.447)(一1.122)(0.811)
×DLNMR2529(一1)
adjR^2:0.228,SSR:0.010,S.E.:0.023,AIC:一4.483,SBIC:一4.189,1979-2002
共 和 分 検 定Ho:NoneTrace=25.77MaxEigen.=18。501ag=l
DLNBR3034=0.0135-0.3986×(LNBR3034(一1)一〇.0507×LNMR3034(一1)
(1.025)(一2.991)
十 〇.0563×URM3034(一1)一〇.561.×LNHOIKU(一1)一3.8666)
十 〇.04112xDLNBR3034(一1)十〇.0856×DLNMR3034(一1)
(0.214)(0.441)
十 〇.003×DURM3034(一1)一〇.4690×DLNHOIKU(一])
(0.120)(一1,626)
adjR^2:0.166,SSR:0.014,SE.:0.028,AIC:一4.123,SBIC:一3.829,1979-2002
共 和 分 検 定H。:NoneTrace=79.02*'MaxEigen.=39.14**1ag;l
DLNBR3539=0.0427-0.4427×(LNBR3539(一1)一〇.6525×LNMR3539(一1)
(2.75)(一3.72)
十 〇.0684×URM3539(一1)一〇.7448×LNHOIKU(一1)一1.6756)
十 〇.2269×DLNBR3539(一1)一〇.0774×DLNMR3539(一1)
(1.19)(一 〇.455)
十 〇.0004×DURM3539(一1)一〇.4957×DLNHOIKU(一1)
(0,015)(一1.606)
adjR^2:0.408,SSRT:0.Ol7,SE.:0.03],AIC:一3.920,SBIC:一3.625,1979-2002
共 和 分 検 定Ho:NoneTrace=55.87**MaxEigen.=36.73*'lag=1
LNBR2024=LNBR2024(一1)十DLNBR2024
LNBR2529=LNBR2529(一1)十DLNBR2529
LNBR3034=LNBR3034(一1)十DLNBR3034
LNBR3539=LNBR3539(一1)十DLNBR3539
BR2024=exp(LNBR2024)
(299)299
政 経 論 叢 第74巻 第1。2号
BR2529=exp(LNBR2529)
BR3034=exp(LNBR3034)
BR3539=exp(LNBR3539)
TFR=0.0659十 〇.00491×(BR2024十BR2529十BR3034十BR3539)
(3.29)(76.28)
adjR^2:0.996,SSR:0.003,S.E.:0.Ol2,1977-2002
出 生 と 結 婚 コ ス トのVAR方 程 式
DLNOPCOST=0.8089×DLNOPCOST(一1)一 〇.4416×DLNOPCOST(一L)
(L223)噛(一 〇.679)
一1.5369×DLNOPMCOST(一1)十 〇.0764
(一1.951)(0.102)
×DLNOPMCOST(一2)十 〇.0645
(L392)
adjR^2:0.157,SSR:0.673,SE.:0.193,AIC:一〇.259,SBIC:一 〇.Ol2,1980-2002
DLNoPMcosT=o.5700×DLNoPcosT(一1)一 〇.5218×DLNoPcosT(一2)
(0.993)(一 〇.924)
一1.1147×DLNOPMCOST(一1)十 〇.4102×DLNOPMCOST(一2)
(一1.630)(0.632)
十〇.0562
(1.397)
adjR^2:0ユ32,SSR:0.507,SE.:0.168,AIC:一〇.543,SBIC:一 〇.296,1980-2002
ENOPCOBY=ENOPCOBY(一1)十DLNOPCOST
LNOPMCOST=LNOPMCOST(一1)十DLNOPMCOST
賃 金
PWAGE=0.192十37.89×GDPNG(一1)十20.50×*GDPNG(一2)
(0.618)(3。952)(2.123)
adjR^2:0.828,SSR:16.822,SE.:0.895,1979-2002
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PWAGEF=1,0846十27.738×GDPNG(一1)十2134×GDPNG(一2)
(4.069)(3.372)(2.577)
adjR^2:0.821,SSR:12.381,SE.:0.768,1979-2002
DPWAGE=PWAGE-PWAGE(一1)
DPWAGEF=PWAGEF-PWAGEF(一1)
失 業 率
DURF3034=0.1604-0.1339×DPWAGEF十 〇。01528×DPWAGEF(一1)
(1.871)(一1.682)(0。228)
adjR^2:0.038,SSR:3.167,S.E.:0.388,1979-2002
DURF3539=0.1059-0.1021×DPWAGEF
(1。625)(一1.909)
adlR^2:0.099,SSR:2.211,S.E.:0.310,1978-2002
DURM2529=0.1014十〇.3997×DURM2529(一1)一〇.ll94×DPWAGE十 〇.0664
(1.423)(1.979)(一1.995)(L128)
×DPWAGE(一1)
adjR^2:0.225,SSR:1.805,S.E。:0.300,1979-2002
DURM3034=0.1228-0.0445×DPWAGE十 〇.0038×DPWAGE(一1)
(2.18E)(一 〇.90])(0.081)
adjR^2:0.038,SSR:1.326,SE.:0.251,1979-2002
DURM3539=0.0726-0.0877×DPWAGE十 〇.0043×DPWAGE(一1)
(1.135)(一1.557)(0.080)
adjR^2:0.Ol8,SSR:1.723,SE.:0.286,1979-2002
URM2529=URM2529(一1)十DURM2529
URM3034=URM3034(一1)十DURM3034
URM3539=URM3539(一1)十DURM3539
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外 生 変数 の 変 換
LNHOIKU=log(HOIKU)
DLNHOIKU=LNHOIKU-LNHOIKU(一1)
LNUNIV=log(UNIV)
DLNUNIV=LNUNIV-LNUNIV(一1)
モ デル の 変数 一 覧
変数名 内 容 出 所
BR2024 女子20～24歳 出生率 人口動態統計
BR2529 女子25～29歳 出生率 人口動態統計
BR3034 女子30～34歳 出生率 人口動態統計
BR3539 女子35～39歳 出生率 人口動態統計
GDPNG 国内総生産(名 目)成 長率 国民経済計算年報
HOIKU 保育所定員数(0～4歳 人ロー人あたり) 厚生労働白書等
MR2024 女子20～24歳 初婚率 人口動態統計
MR2529 女子25～29歳 初婚率 人口動態統計
MR3034 女子30～34歳 初婚率 人口動態統計
MR3539 女子35～39歳 初婚率 人口動態統計
OPCOST 出産に関わる機会コス ト 独自推計
OPMCOST結婚に関わる機会 コス ト 独自推計
PWAGE 男子時間当たり賃金率 賃金センサス
PWAGEF 女子時間当たり賃金率 賃金センサス
TFR 合計特殊出生率 人口動態統計
UNIV 大学等進学率 文部科学統計
URF3034女子30～34歳 失業率 労働力調査
URF3539 女子35～39歳 失業率 労働力調査
URM2529 男子25～29歳 失業率 労働力調査
URM3034 男子30～34歳 失業率 労働力調査
URM3539男子35～39歳 失業率 労働力調査
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